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島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条中「市町村等」を「社会福祉法人等」に改める。

第�条を次のように改める。

（補助金の交付の対象）

��� この補助金の交付の対象である事業、施設の種類、補助事業者の範囲及び対象となる整備区分は次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定めるところによる。

� 平成��年度からの継続事業分以外の施設整備

号外第�号 平成��年�月�日 (�)

交付対象事業 施設の種類 補助事業者の範囲 対象整備区分

障害者自立支援法（平成��年法律第

��	号）第
条第�項に基づく障害

福祉サービス事業（同条第�項に規

定する生活介護、同条第�	項に規定

する自立訓練、同条第�
項に規定す

る就労移行支援又は同条第��項に規

定する就労継続支援に限る。）を行

う施設（以下「障害福祉サービス事

業所」という。）及び同条第��項に

規定する障害者支援施設の施設整備

障害福祉サービス事業所 地方税法（昭和��年法律

第���号）第	
�条第�項

第��号の�及び第��号の

�の規定により固定資産

税を課されないこととさ

れている法人（社会福祉

法人（社会福祉法（昭和

��年法律第
�号）第��条

に規定する社会福祉法人

をいう。以下同じ。）、

医療法人（医療法（昭和

�	年法律第���号）第	�

条に規定する医療法人を

いう。以下同じ。）、日

本赤十字社、公益法人

（民法（明治��年法律第

��号）第	
条に規定する

公益法人をいう。以下同

創設、改築及

び老朽民間社

会福祉施設整

備（以下「創

設等」とい

う。）

大規模修繕等

及びスプリン

クラー設備等

整備（以下

「修繕等」と

いう。）
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島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱の一部改正 （障害者福祉課）
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平成��年�月�日（金)
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（毎週火・金曜日発行）
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島 根 県 報号外第�号 平成��年�月�日(�)

じ。）等。以下「社会福

祉法人等」という。）

障害者支援施設 社会福祉法人等（医療法

人を除く。）

創設等

修繕等

身体障害者福祉法（昭和��年法律第

��	号）第
条第�項に基づく身体

障害者社会参加支援施設（補装具製

作施設、盲導犬訓練施設及び視聴覚

障害者情報提供施設に限る。）の施

設整備

補装具製作施設

盲導犬訓練施設

点字図書館

聴覚障害者情報提供施設

社会福祉法人 創設等

修繕等

障害者自立支援法附則第��条第�項

の規定によりなお従前の例により運

営することができることとされた身

体障害者更生援護施設の施設整備

肢体不自由者更生施設

視覚障害者更生施設

聴覚・言語障害者更生施設

内部障害者更生施設

身体障害者療護施設

身体障害者入所授産施設

身体障害者通所授産施設

身体障害者小規模通所授産施設

身体障害者福祉工場

身体障害者通所ホーム

社会福祉法人 修繕等

障害者自立支援法附則第��条第�項

の規定によりなお従前の例により運

営することができることとされた知

的障害者援護施設及び知的障害者福

祉工場の設置及び運営について（昭

和
�年
月��日付け厚生省発児第

���号厚生事務次官通知）に基づく

知的障害者福祉工場の施設整備

知的障害者入所更生施設

知的障害者通所更生施設

知的障害者入所授産施設

知的障害者通所授産施設

知的障害者小規模通所授産施設

知的障害者通勤寮

知的障害者福祉工場

社会福祉法人 修繕等

障害者自立支援法附則第��条の規定

によりなお従前の例により運営する

ことができることとされた精神障害

者社会復帰施設の施設整備

精神障害者生活訓練施設

精神障害者福祉ホームＢ型

精神障害者入所授産施設

精神障害者通所授産施設

精神障害者小規模通所授産施設

精神障害者福祉工場

社会福祉法人

医療法人

修繕等

児童福祉法（昭和��年法律第�
�

号）第�条第�項に基づく児童福祉

施設及び重症心身障害児（者）通園

事業の実施について（平成�年
月

��日付け児発第��
号厚生省児童家

庭局長通知）に基づく重症心身障害

児（者）通園事業施設の施設整備

知的障害児施設

知的障害児通園施設

盲ろうあ児施設

肢体不自由児施設

重症心身障害児施設

社会福祉法人

日本赤十字社

公益法人

創設等

修繕等

重症心身障害児（者）通園事業

施設（Ａ型）

社会福祉法人 創設等

修繕等

厚生労働大臣が定める施設基準（平 精神障害者退院支援施設 社会福祉法人等 創設等（老朽



島 根 県 報

� 平成��年度からの継続事業分の施設整備

� 前項第�号の施設整備は、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成��年��月�日付け厚生労働省発社援

第�������号厚生労働事務次官通知。以下「国要綱」という。）第�の	の�から�までに定める整備内容をいい、前

項第�号の施設整備は、平成�
年度社会福祉施設等施設整備費国庫補助金（平成��年度からの継続事業分）交付要綱

（平成�
年�月�
日付け厚生労働省発社援第���
���号厚生労働事務次官通知。以下「国継続分要綱」という。）第�

の	に定める整備内容をいう。

第�条第�項及び第	項を次のように改める。

� 前条第�項第�号の施設に係る創設等及び改修（転換）については、国要綱第�の�の�のアにより選定された額と

国要綱第�の�の�のイにより算出した額とを比較していずれか少ない方の額以内の額を交付額とする。

	 前条第�項第�号の施設に係る前項に掲げる事業以外の事業については、国要綱第�の�の�のイに規定する都道府

県（指定都市及び中核市）補助基本額に�分の	を乗じて得た額以内の額を交付額とする。

第�条第�項第�号中「平成�
年度社会福祉施設等施設整備費国庫補助金（平成��年度からの継続事業分）交付要綱

（平成�
年�月�
日付け厚生労働省発社援第���
���号厚生労働事務次官通知）」を「国継続分要綱」に、「、前条第�

項第�号の表の補助率の欄に定める補助率」を「�分の	」に改める。

第�条中第�号を削り、第	号を第�号とし、第�号の次に次の�号を加える。

� 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって

管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならないこと。

号外第�号 平成��年	月�日 (�)

成�
年厚生労働省告示第���号）に

基づく精神障害者退院支援施設の施

設整備

民間社会福祉

施設整備を除

く。）

修繕等

改修（転換）

障害者自立支援法第��条第�項に基

づく福祉ホームの施設整備（既存施

設を改修し福祉ホームに転換する場

合に限る。）

福祉ホーム 社会福祉法人等 改修（転換）

社会福祉施設等における応急仮設施

設整備の国庫補助の取扱いについて

（平成��年��月�日付け社援発第

�������号厚生労働省社会・援護局

長通知）に基づく応急仮設施設の施

設整備

応急仮設施設 社会福祉法人等 応急仮設施設

整備

交付対象事業 施設の種類 補助事業者の範囲 対象整備区分

障害者自立支援法による改正前の精

神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和��年法律第���号）第��

条の�第�項に規定する精神障害者

社会復帰施設の施設整備及び設備整

備

精神障害者生活訓練施設

精神障害者福祉ホーム

精神障害者入所授産施設

精神障害者通所授産施設

精神障害者小規模通所授産施設

精神障害者福祉工場

精神障害者地域生活支援セン

ター

医療法人

社会福祉法人

創設



島 根 県 報

第�条中第�号を第�号とし、同条第�号中「社会福祉法人、医療法人及び公益法人が」を削り、同号を同条第�号と

し、同条第�号を同条第�号とし、同条第�号中「が社会福祉法人、医療法人及び公益法人の場合において」を削り、同

号を同条第�号とし、同条第�号の次に次の�号を加える。

� 前号前段に規定する場合において、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の支部等であって、自ら消費税及び

地方消費税の申告を行わず、本部等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部等の課税売上割合等の

申告内容に基づき報告を行うこと。

様式第�号別紙�－�を次のように改める。

号外第�号 平成�	年
月�日(�)



島 根 県 報号外第�号 平成��年�月�日 (�)
�
�
�
�
�
（
要
綱
第
�
条
第
�
項
第
�
号
の
施
設
に
つ
い
て
作
成
）

施
設
整
備
申
請
額
内
訳

施
設
の
種
類

施
設
の
名
称

（
注
）

�
工
事
請
負
契
約
等
を
締
結
す
る
単
位
で
作
成
す
る
こ
と
。

�
県
補
助
金
算
定
方
法
が
要
綱
第
�
条
第
�
項
に
よ
ら
な
い
整
備
区
分
に
つ
い
て
は
、
各
々
の
算
出
方
法
に
基
づ
き
算
出
し
た
基
準
額
の
合
計
に
補
助
率
を
乗
じ
た
も
の
を
Ｅ
欄
に
記
入
す
る
こ

と
。
た
だ
し
、
�	




円
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。

�
算
出
に
当
た
っ
て
は
、
本
体
、
そ
の
他
工
事
別
と
す
る
こ
と
。

�
Ａ
欄
か
ら
Ｄ
欄
ま
で
の
施
設
種
別
毎
の
内
訳
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
Ｅ
欄
の
内
訳
を
島
根
県
補
助
基
本
額
と
し
た
場
合
に
は
、
記
入
は
不
要
で
あ
る
。

�
工
事
事
務
費
の
Ｂ
欄
に
は
、
原
則
と
し
て
Ａ
欄
の
金
額
と
主
体
工
事
費
の
Ｂ
欄
の
金
額
の
�

�％
に
相
当
す
る
金
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
金
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

�
Ａ
欄
か
ら
Ｆ
欄
ま
で
の
施
設
整
備
費
合
計
の
欄
に
つ
い
て
は
、
内
訳
の
金
額
の
有
無
に
関
係
な
く
必
ず
記
入
す
る
こ
と
。

�
Ｆ
欄
に
は
、
Ｂ
欄
、
Ｄ
欄
又
は
Ｅ
欄
と
を
比
較
し
て
い
ず
れ
か
少
な
い
方
の
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

�
Ｇ
欄
に
は
、
Ｆ
欄
の
金
額
に
県
補
助
率
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

区
分

設
置
者
の
総
事

業
費

Ａ
円

対
象
経
費
の
実

支
出
(予
定
)額

Ｂ
（
≦
�
）
円

寄
附
金
そ
の
他

の
収
入
額

Ｃ
円

差
引
額

Ｄ
(�

�
��
)
円

算
定
基
準
に
よ

る
算
定
額

島
根
県
補
助
基

本
額

Ｆ
円

島
根
県
補
助
所

要
額

Ｇ
円

単
価

Ｅ
円

本
体

工
事

費

主
体

工
事

費

工
事

事
務

費

施
設

整
備

費
合

計



島 根 県 報

様式第�号中「（第�条第�号関係）」を「（第�条第�号及び第�号関係）」に改める。

様式第�号を次のように改める。

����� 削除

様式第�号別紙�－�を次のように改める。

号外第�号 平成��年�月	日(
)



島 根 県 報号外第�号 平成��年�月�日 (�)
�
�
�
�
�
（
要
綱
第
�
条
第
�
項
第
�
号
の
施
設
に
つ
い
て
作
成
）

施
設
整
備
精
算
額
内
訳

施
設
の
種
類

施
設
の
名
称

（
注
）

�
工
事
請
負
契
約
等
を
締
結
す
る
単
位
で
作
成
す
る
こ
と
。

�
県
補
助
金
算
定
方
法
が
要
綱
第
�
条
第
�
項
に
よ
ら
な
い
整
備
区
分
に
つ
い
て
は
、
各
々
の
算
出
方
法
に
基
づ
き
算
出
し
た
基
準
額
の
合
計
に
補
助
率
を
乗
じ
た
も
の
を
Ｅ
欄
に
記
入
す
る
こ

と
。
た
だ
し
、
�	




円
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。

�
Ａ
欄
か
ら
Ｄ
欄
ま
で
の
施
設
種
別
毎
の
内
訳
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
Ｅ
欄
の
内
訳
を
島
根
県
補
助
基
本
額
と
し
た
場
合
に
は
、
記
入
は
不
要
で
あ
る
。

�
工
事
事
務
費
の
Ｂ
欄
に
は
、
原
則
と
し
て
Ａ
欄
の
金
額
と
主
体
工
事
費
の
Ｂ
欄
の
金
額
の
��

％
に
相
当
す
る
金
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
金
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

�
Ａ
欄
か
ら
Ｆ
欄
ま
で
の
施
設
整
備
費
合
計
の
欄
に
つ
い
て
は
、
内
訳
の
金
額
の
有
無
に
関
係
な
く
必
ず
記
入
す
る
こ
と
。

�
Ｆ
欄
に
は
、
Ｂ
欄
、
Ｄ
欄
又
は
Ｅ
欄
と
を
比
較
し
て
い
ず
れ
か
少
な
い
方
の
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

�
Ｇ
欄
に
は
、
Ｆ
欄
の
金
額
に
県
補
助
率
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

区
分

設
置
者
の
総

事
業
費

Ａ
円

対
象
経
費
の
実

支
出
(予
定
)額

Ｂ
(≦

�
)
円

寄
附
金
そ
の

他
の
収
入
額

Ｃ
円

差
引
額

Ｄ
(�
��
�)
円

算
定
基
準
に

よ
る
算
定
額
島
根
県
補
助

基
本
額

Ｆ
円

島
根
県
補
助

所
要
額

Ｇ
円

島
根
県
補
助

交
付
決
定
額

Ｈ
円

島
根
県
補
助

受
入
済
額

Ｉ
円

差
引
過
不
足

額 Ｊ
(�

��
)
円

単
価

Ｅ
円

本
体

工
事

費

主
体

工
事

費

工
事

事
務

費

施
設

整
備

費
合

計



平成��年�月�日 印刷
平成��年�月�日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 ����	円

（送料共)

島 根 県 報

� �

� この告示は、平成��年�月�日から施行し、この告示による改正後の島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱

（以下「改正後の要綱」という。）は、平成�
年度の事業から適用する。

� この告示の施行の日前に、この告示による改正前の島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱の規定によりなされ

た申請その他の行為は、改正後の要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

号外第�号 平成��年�月�日(
)


